
施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等

ア　国の審議会等委員への女性
の参画の促進

①女性委員の参画状況の定期的な把握等による目標の早期達成

  ・「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」を毎年実施、公表(内閣府）

　　　　国の審議会等の女性委員の割合（各年9月末現在）

12年度 13年度 14年度 15年度

比率（％） 20.9 24.7 25.0 26.8

女性がいない審議会数　　15年9月末現在　102審議会中２審議会（その後16年度中に皆無になった）

　　　　専門委員等についても調査を実施

12年度 13年度 14年度 15年度

比率（％） - 10.6 11.5 12.4

②団体推薦及び職務指定に係る委員への女性の参画の促進

　○団体推薦委員の見直し（13年2月～）

　・廃止：　７審議会等（厚生科学審議会、農林漁業保険審査会、中小企業政策審議会、水産政策審議会、

　・人数の縮減：　９審議会等(法制審議会、大学設置・学校法人審議会、獣医事林政審議会、宗教法人審議会　　

　　水産政策審議会、中央建設審議会、計量行政審議会、日本工業標準調査会、公認会計士審査会）

　○職務指定委員の見直し（13年1月～）

　・廃止：　13審議会等（恩給審査会、統計審議会、公証人審査会、関税等不服審査会、中央社会保険医療協議会、

　　放射線審議会、社会保障審議会、厚生科学審議会、援護審査会、農林漁業保険審査会、

　　工業所有権審議会、中小企業政策審議会、自動車賠償責任保険審議会）

　・人数の縮減：　７審議会等(検察官特別任用審査会、検察官適格審査会、国土審議会、地方制度調査会、　　

　　奄美群島振興開発審議会、国土開発幹線自動車道建設会議、小笠原諸島振興開発審議会）（一部廃止を含む）

委員の種類別女性委員割合(委員総数）

    林政審議会、薬事・食品衛生審議会）

（１）国の政策・
方針決定過程への
女性の参画の拡大

①女性委員の参画状況の定期的
な把握等による目標の早期達成
　男女共同参画推進本部が平成
12年８月に決定した「平成17年
（西暦2005年）度末までのでき
るだけ早い時期に」「30％を達
成する」という目標に向けて、
各審議会の女性委員の人数・比
率等を定期的に調査・分析・公
表しつつ、計画的に取組を進め
る。また、引き続き女性委員の
いない審議会等の解消を目指
す。なお、審議会等における臨
時委員、特別委員、専門委員等
についても、女性の積極的な登
用に努める。

・上記について、男女共同
参画推進本部の「女性の
チャレンジ支援策の推進に
ついて」において「政府
は、民間に先行して積極的
に女性の登用等に取り組む
とともに、各分野において
それぞれ目標数値と達成期
限を定めた自主的な取組が
進められることを奨励す
る。」ことを決定（15年6
月）

・男女共同参画推進本部の
「国の審議会等における女
性委員の活用の促進につい
て」において「国の審議会
等における女性委員の割合
について平成17年度末
（2005年度末）までのでき
るだけ早い時期に30％を達
成するよう鋭意努める」と
決定（12年8月）

・男女共同参画会議の「男
女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の実施状況
の監視について」（以下，
この欄で「実施状況の監視
について」という。）にお
いて、国の審議会等委員へ
の女性の参画促進について
は、短期的対応、中長期的
対応の両面を視野に入れた
取組が必要であること、団
体推薦委員については格段
の協力要請が必要、職務指
定委員については可能なも
のについては柔軟な対応が
必要であること等を意見と
して決定（14年7月）

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、「社会の
あらゆる分野において、
2020年までに、指導的地位
に女性が占める割合が、少
なくとも30％程度となるよ
う期待する。そのため、各
分野においてそれぞれ目標
数値と達成期限を定めた自
主的な取組が進められるこ
とを奨励する。」ことを意
見として決定（15年4月）

②団体推薦及び職務指定に係る
委員への女性の参画の促進
　団体推薦による女性委員が少
なく、全体の女性比率を押し下
げていることから、審議会等に
委員を推薦している団体等に対
し協力を要請し、特に、推薦委
員数が多い団体等については、
国の目標値に見合った女性割合
が確保されるよう、格段の協力
を依頼する。
  職務指定についても、法令に
おいては一定の裁量が与えられ
ているにもかかわらず、運用
上、特定の職務にある者や団体
の長の登用が慣例化しているこ
とが少なくないことから、これ
らの必然性につき検討を行い、
能 軟

１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

施策の実施状況及び関連統計等
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

12年度 13年度 14年度 15年度

計 20.9%(3,985人） 24.7%(1,717人） 25%(1,715人） 26.8%(1,734人）

職務指定 5.2%（368人） 1.8%(55人） 4%（75人） 4.5%(66人)

団体推薦 12.0%(676人） 14.4%(132人）14.8%（108人） 15.8%(101人）

その他 24.9%(2,941人) 26.4%(1,530人）26.8%(1,532人) 28.5%(1,567人）

③その他の委員等への女性の参画を促進するための取組

　・行政相談委員について、委嘱替え等に際し、女性委員の委嘱割合を増加させるように努力（総務省）

行政相談委員に占める女性委員の割合

5年6月 15年4月 16年4月

構成比 25.9% 31.6% 31.7%

　・人権擁護委員について委嘱替えの際に市町村に女性候補者の推薦を依頼（法務省）

人権擁護委員に占める女性委員の割合

時期 14年 15年 16年

比率（％） 33.0 34.4 36.1

　・民生委員、児童委員について女性の選任について特段の配慮を地方公共団体に依頼（厚生労働省）

　・日本学術会議「女性会員比率を今後10年間で10％まで高める」と目標設定（総務省）

9年～12年 12年～15年 15年～18年

人数 2名 7名 13名

比率（％） 1.0% 3.3% 6.2%

①女性国家公務員の採用・登用等の促進

　・女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する意識調査実施（人事院　13年2月）

　・防衛庁女性職員（事務官等）の採用・登用の拡大に関する意識調査実施（防衛庁　13年8月）

　・女性自衛官の採用・登用の拡大に関する意識調査実施（防衛庁　14年2月）

　・「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」策定（人事院　13年5月）

　・女性職員の採用・登用拡大計画の策定（各府省等は2005年度までの目標設定　13年末）

国家公務員採用者（Ⅰ種・Ⅱ種・Ⅲ種）に占める女性割合  (%)
試験年度 12年度 13年度 14年度 15年度

Ⅰ種 15.6 15.9 16.4 19.6

Ⅱ種 25.5 25.7 24.5 27.8

Ⅲ種 36.8 36.2 42.2 34.8

役職段階別女性割合（行政職（一）、指定職）　　　（％）

12年度 13年度 14年度

係長級 14.9 15.3 15.8

補佐級 5.2 5.3 5.3

課長相当以上 1.3 1.4 1.3

③その他の委員等への女性の参
画を促進するための取組
　法律に基づいて任命・委嘱さ
れる委員、国が委嘱する各種の
モニター等についても、女性の
参画を促進する。
　日本学術会議においては、平
成12年６月に定めた「女性会員
比率を今後10年間で10％まで高
める」という目標に向け女性会
員の増加を図る等、女性科学者
の登用に努める。

イ　女性国家公務員の採用・登
用等の促進
①女性国家公務員の採用・登用
等の促進
  女性国家公務員の採用、登
用、職域拡大及び能力開発を一
層推進する。
　その際、人事院において検討
が進められている、女性の採
用・登用の拡大に向けた施策を
各府省が計画的に着実に推進す
るための指針の策定について、
人事院に対して、早期に検討を
進め、策定することを求める。
また、各府省において、同指針
を踏まえ、女性の採用・登用等
の促進に向けた施策に関する計
画を策定するなど、総合的かつ
計画的に取組を推進する。
　さらに、女性国家公務員の現
状、各府省における取組状況等
に関して、定期的に調査し公表

・男女共同参画会議の「実
施状況の監視について」に
おいて、女性国家公務員の
採用・登用についてはゴー

・人権擁護推進審議会の
「人権擁護委員制度の改革
について（諮問第２号に対
する追加答申）」におい
て，人権擁護委員の半数が
女性であることが望まし
く，女性の選任を一層進め
るべきであると提言（法務
省　13年12月）

・男女共同参画推進本部の
「女性国家公務員の採用・
登用等の促進について」に
おいて決定（13年6月）人事
院策定の指針（13年５月）
を踏まえ，各府省におい
て，総合的かつ計画的に取
組を推進することとすると
決定（13年6月）

・閣議決定された公務員制
度改革大綱において、女性
の採用・登用の拡大を進め
ることとされた（13年12
月）

・男女共同参画会議の「実
施状況の監視について」に
おいて，国が委嘱するモニ
ター等については，総体と
して女性の割合が高く評価
できるが，女性の割合が極
端に高いものについては，
男性比率の向上を図るよう
工夫すべきと提言（14年7
月）

可能なものについては柔軟な対
応を検討する。
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注：係長級は、行（一）４～６級、補佐級は、同７、８級

　　課長相当以上は９級～11級及び指定職

　・採用・登用拡大計画の取組状況についての調査の実施（14年度～ 毎年実施）及び公表（人事院）

　・採用・登用拡大計画の取組状況についての調査の実施（防衛庁　14年10月及び15年10月）

　・「女性職員の採用・登用拡大推進会議」開催（人事院  各府省人事課長等で構成）

　・女子学生対象の募集活動の実施，強化（人事院）   各府省でも個別に推進

　・女性職員対象の研修の実施（人事院）　　各府省でも個別に参加促進

13年度 14年度 15年度

実施回数 10 11 10

参加人数 346 389 335

　・府省内男女共同参画推進会議の開催（15年5月現在　13府省）

　・「女性幹部職員を育成・登用するための研究会」を設置（人事院　16年7月）

　・女性自衛官の人員拡充について、「平成17年度末の一般職域における現員の目標を１万人とする」と

  　目標設定（防衛庁　14年７月）

　・施設整備に当たっては、防衛施設の特殊性にも留意しつつ、施設の整備状況を踏まえ、女性用トイ

　　レや更衣室等を設置（防衛庁）

　・海上自衛隊の新造艦につき、引き続き女性用居住区を考慮して設計（防衛庁）

　　（15年度末現在、女性用居住区を有する艦艇は16隻。16年度末に1隻増（新造1隻、改造１隻、除籍１隻）。）

①都道府県・政令指定都市等における審議会等委員への女性の登用に関する支援

  ・地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査

　　の実施（内閣府）

都道府県・政令指定都市における登用目標の対象である審議会等への女性登用比率

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

女性比率（％） 20.5 22.8 24.9 26.2 28.1
「地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況」より

　・都道府県知事、政令市長あてに政策・方針決定過程への女性の参画の拡大について要請（内閣府　13年8月）

市区町村における法律、政令及び条例により設置された審議会等への女性登用比率

14年度 15年度 16年度

女性比率（％） 18.4 18.8 19.8
「地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況」より

・各省庁人事担当課長会議において、①平等取扱・成績主義の原則及び女性合格者割合が増加することを前提としつつ、
平成22年度頃までの政府全体の女性採用割合の目安として、Ｉ種試験事務系区分については30%程度、その他についてもで
きる限り割合を高めることを目標とする、②女性の登用の拡大のため、計画的な育成、職域の拡大に努める、③超過勤務
の縮減、育児休業、介護休暇等の取得促進を図ること等を申し合わせ。

に関して、定期的に調査し公表
するなどのフォローアップにつ
いて検討する。

採用・登用についてはゴー
ル・アンド・タイムテーブ
ル方式を採ることが重要で
あること、特に登用につい
ては能力開発等具体的なプ
ログラムを検討していくこ
とが重要であること，各府
省の取組状況について毎年
把握する必要があること等
を意見として決定（14年7

①都道府県・政令指定都市等に
おける審議会等委員への女性の
登用に関する支援
  各都道府県・政令指定都市・
中核市が設定している審議会等
委員への女性の参画に関する目
標値や、これを達成するための
様々な取組、女性比率の現状等
を調査し取りまとめて提供する
とともに、女性の人材に関する
情報を提供する。

（２）　地方公共
団体等における取
組の支援、協力要
請

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、「国とし
ては、今後とも、民間に先
行して、同会議で決定され
た意見に添った一層の取組
を平成１７年度までに進め
る。さらに、その取組を評
価したうえで、諸外国にお
ける取組を参考にしつつ、
必要に応じて立法措置も視
野に入れた検討を行う。」
ことを意見として決定（15
年5月）

ア　審議会等委員への女性の参
画に関する取組の支援

　・防衛庁共済組合における福利厚生のアウトソーシング（外部委託）によるベビーシッター利用割引等保

・男女共同参画推進本部の
「女性国家公務員の採用・
登用の拡大等について」に
おいて「政府全体で目標を
設定し、目標達成に向けた
具体的取組を定めるなどし
て、総合的かつ計画的な取
り組みを推進する」とした
（16年4月）

　・本省庁及び地方機関における女性職員意見交換会の実施と結果の周知（法務省　15年度は本省庁1回，地方機関71回開催

　  育支援サービスの提供を実施中。（防衛庁　14年～）
　・育児に困窮している隊員に対し、保育を志願する近隣隊員の家族を紹介し、その居宅において当該児童を

　  預かり保育を行う「保育ママ」制度の導入（防衛庁）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

②市町村への取組の普及

①女性地方公務員の採用・登用等に関する要請

 ・地方公共団体に対し、女性地方公務員の採用、登用、職域拡大等を要請（総務省　13年8月）

都道府県・政令指定都市における女性公務員の採用・管理職登用比率

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

採用（％） － 37.4 37.0 38.5 31.0

管理職全体(%) 4.2（本庁のみ） 4.5 4.9 5.2 5.3

 ・全国都道府県総務部長会議、全国人事委員会事務局長会議及び全国都道府県財政課長・地方課長合同会議等におい

 　て、女性地方公務員の採用、登用、職域拡大等を要請（総務省　13年～）

②地方公共団体への情報提供等

　・地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況調査の

　　実施（内閣府）（１（２）ア①に前掲）

　・地方公共団体に対し、「女性国家公務員の採用・登用の拡大等について（各省庁人事担当課長会議申合せ）」、

　　「各府省の女性職員の採用・登用拡大計画の概要（人事院策定）」及び「女性国家公務員の採用・登用の拡大に

　　関する指針（人事院策定）」を情報提供（総務省　16年4月、14年1月及び13年5月）

　・「女性地方公務員の登用・職域拡大等に向けた取組に関する調査」を実施、公表（総務省　13年9月）

③国が地方公共団体の職員に対して行う研修における配慮

　・都道府県警察の幹部職員を対象として、警察大学校及び各管区警察学校における昇任時教育
   において、男女共同参画に関する施策についての教育を実施（警察庁）

②市町村への取組の普及
  市町村における同様の取組を
促進するため、都道府県が市町
村に支援と助言を行うよう協力
を要請する。
　また、都道府県と市町村が女
性の人材情報を共有できるよう
双方に協力を要請する。
　男女共同参画宣言都市等に対
しては、こうした取組を特に積
極的に行うよう奨励する。

①女性地方公務員の採用・登用
等に関する要請
　女性地方公務員の採用、登
用、職域拡大及び能力開発につ
いて積極的に取り組むよう要請
する。
  その取組において、地方公共
団体が職員に対して研修を行う
場合には、女性職員の受講に配
慮することも要請する。

②地方公共団体への情報提供等
　地方公共団体の主体的な取組
が進むよう適切な助言、情報の
収集・提供を行うとともに、各
団体の取組状況の把握に努め、
必要な支援等について検討を行
う。

③国が地方公共団体の職員に対
して行う研修における配慮
  国が地方公共団体の職員に対
して研修を行う場合には、必要
に応じ女性職員の参加を奨励す
るなど、適切な配慮を行う。

イ　女性地方公務員の採用・登
用等に関する要請等

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、「女性地
方公務員の採用、登用、職
域拡大及び能力開発につい
ては、各府省が進めている
取組に関する情報提供等を
あらゆる機会において積極
的に行い、より一層積極的
な取組を進めるよう要請す
る。」ことを意見として決
定（15年4月）

「地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況」より
15年度までは一部都道府県の県警本部が含まれていなかったが、16年度は全都道府県の県警本部が含まれている。
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

①社会的気運の醸成

 ・男女共同参画推進連携会議の開催（年5～6回）（内閣府　８年～）

 ・「女性の多様なキャリアを支援するための懇談会」を設置し、「多様なキャリアが社会を変える」

　 第一次報告（女性研究者への支援）、第二次報告（女性のキャリアと生涯学習の関わりから）を公表
　　　　　（文部科学省　15年3月及び15年10月）

 ・ポジティブ・アクション研究会において具体的手法等を研究(内閣府　15年度）

 ・裁判所，国会に対し，政策・方針決定過程への女性の参画の拡大を要請（内閣府　１３年８月）

・経済団体（経済同友会、全国中小企業団体中央会、日本経済団体連合会、日本商工会議所・全国商工会議所女性会

　連合会）と意見交換を行い、女性のチャレンジ支援策の推進について協力を要請（内閣府　15年12月）

 ・「女性のキャリア形成支援プラン」において、キャリア形成支援事業の委託等を行うことにより、
　　女性が社会で十分能力を発揮し、多様なキャリアを形成するための支援策について調査研究を行い、
　　その成果の普及を図る（文部科学省　16年度～）

・独立行政法人国立女性教育会館において、「生涯学習の活用と女性のキャリア形成に関する調査研究」を実施し、
　生涯学習を通じた社会的気運の醸成に貢献（文部科学省　15年度～）

「労働組合、経営者団体、
共同組合、職業団体等各種
団体において、男女共同参
画に向けて様々な取組を積
極的に推進するため、以下
のような協力要請を行う。

　･自主的な各種団体におけ
る女性役員の登用等のポジ
ティブ・アクションや男女
共同参画に関する政策提言
や意識啓発等を推進する。

　・内閣府においては、男
女共同参画推進連携会議
（えがりてネットワーク）
などを通じ、情報及び資料
を提供し、各種団体に対す
る自主的な取組の協力要請
を継続的に行う。その際、
他の団体等における好事例
の紹介を行うとともに、男
女共同参画に関する積極的
な意見交換などに継続的に
取り組むよう協力要請を行
う

「今後、女性の参画を拡大
していくために、雇用以外
の分野も含めたポジティ
ブ・アクションの具体的措
置の導入ついて検討するた
め、平成１５年度から、内
閣府において、実効性のあ
る措置の具体化について総
合的に調査・研究を行い、
平成１６年度中に取りまと
めを行う 」

（３）　企業、教
育・研究機関、そ
の他各種機関・団
体等の取組の支援

①社会的気運の醸成
　あらゆる機会を通じて、女性
の登用等について企業、労働組
合、経営者団体、教育・研究機
関、ＰＴＡ、政党、協同組合等
各種機関・団体等に協力要請を
行うとともに、社会的気運の醸
成を図る。その際、積極的改善
措置（ポジティブ・アクショ
ン）に関する情報の提供等によ
り、可能な範囲で、そうした実
効ある方策が取り入れられるよ
う協力を要請する。

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、以下を意
見として決定。

・「女性の多様なキャリア
を支援するための懇談会」
の「多様なキャリアが社会
を変える」第２次報告（女
性の多様なキャリアと生涯
学習の関わりから）におい
て、学習や活動に関する情
報・相談の総合的、一元的
な提供、次の活動への橋渡
しをするコーディネーター
の育成や、活動に繋がる知
識や技術を獲得するための
「生涯学習型プログラム」
の充実等を提言（15年10月
文部科学省）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

②独立行政法人、特殊法人及び認可法人に対する協力要請

 ・各府省に対し、所管法人における女性の参画を促進するよう協力要請（内閣府　13年８月）

③大学等への協力要請
 ・大学における男女共同参画の視点に立った教員採用促進を要請（文部科学省）

大学における女性教員の占める割合

助手 講師 助教授 教授 副学長 学長 合計

平成15年度 22.6 21.8 15.2 9.2 4.7 8.3 15.3

平成10年度 18.7 16.7 11.9 7.0 2.8 6.2 12.3

平成5年度 15.3 13.2 9.1 5.5 1.7 4.0 9.9

・科学技術・学術審議会人材委員会第2次提言を各大学・公的研究機関等に周知（文部科学省　15年7月）

・科学技術・学術審議会人材委員会第３次提言を各大学・公的研究機関等に周知（文部科学省 16年８月）

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、以下を意
見として決定。

・女性の多様なキャリアを
支援するための懇談会の
「多様なキャリアが社会を
変える」第１次報告（女性
研究者への支援）におい
て、大学・研究所等で女性
が活躍できる環境作りを提
言（15年3月）

・科学技術・学術審議会人
材委員会の第３次提言にお
いて、多様な研究者が活躍
できる環境整備という観点
から、各大学・研究機関に
おいて、女性研究者の参画
促進のための体制整備や行
動計画の策定等について提
言（文部科学省　16年７
月）

　・様々な分野における
チャレンジ支援のため、特
に女性の割合が少ない職業
団体等に対して、女子学
生・女子生徒に対し、ロー
ルモデルを提示するような
機会を積極的につくるよう
に協力要請を行う。
（15年4月）

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、「国にお
ける取組等の情報提供等を
行い、実情に応じた男女共
同参画に係る計画を自主的
に策定するよう協力要請を
行う。」ことを意見として
決定（15年4月）。

②独立行政法人、特殊法人及び
認可法人に対する協力要請
　独立行政法人、特殊法人及び
認可法人に対して、女性の参画
に係る計画を策定する等の積極
的な取組を促進するよう協力を
要請する。

③大学等への協力要請
　学術・研究の分野における女
性の参画を促進するため、国公
私立の大学等の教育機関、国公
立及び民間の研究機関、学会等
その他の関連機関において、女
性の参画を促進するよう協力を
要請する。

・科学技術・学術審議会人
材委員会の第2次提言におい
て、研究者の養成・確保と
いう観点から、女性研究者
の参画促進と能力発揮につ
いて提言（文部科学省　15
年6月）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

(ウ）女性研究者のロールモ
デルを提供、女性研究者の
ネットワークを形成するな
どの支援を積極的に行う。

（エ）女性研究者の割合が
低い分野においては、その
要因を分析し、改善策を検
討する。特に、理工系分野
においては、学校と大学等
研究機関との連携事業（説
明会、出前講座、オープン
キャンパス等）に積極的に
取り組む

(イ）女性研究者が・・・人
事選考・・の透明かつ公正
な評価システムの確立、流
動性を高めるための任期制
の促進及び透明性の高い公
募制度の導入・定着を図
る・・・これらの取組に
よって、女性研究者の採
用・登用等がどのくらい進
んだかを評価、分析する。

ア　「科学技術・学術審議
会等国の審議会等において
より具体的かつ実効性のあ
る支援策が提言されること
が期待される。ま
た、・・・総合科学技術会
議においても、科学技術シ
ステム改革の一環として、
女性研究者の環境改善に向
けて、検討を進めることが
イ　「国公立だけでなく、
民間も含めた研究機関にお
いては、組織全体として男
女共同参画に関する総合的
な目標及び具体的計画を自
主的に策定し、その推進状
況をフォローアップすると
ともに、その結果を公表す
るように努めることを奨励
する。なお、目標及び具体
的計画の策定の際には以下
のような取組を積極的に行
うよう努めることとする
（ア）男女共同参画を進め
るため、各機関における委
員会等意思決定機関の女性
委員比率の拡大や男女共同
参画推進担当機関を設け
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

・「多様なキャリアが女性を変える」第１次報告（女性研究者への支援）において、女性研究者が働きやすい

　環境の整備について報告（文部科学省 15年３月）

・科学研究費補助金において、育児休業に伴い研究を中断する女性研究者を支援するため、
  １年間の中断の後に研究の再開を可能とする研究費の運用の改正（文部科学省　１５年７月）

・日本学術振興会の特別研究員事業において、出産・育児による採用の一時中断及び再開を
  可能とする運用の改正（文部科学省　１５年７月）

ウ　「国においては、これ
らの取組の支援として、好
事例を紹介するとともに、
必要な統計調査に協力す
る。」

・独立行政法人国立女性教育会館において、女性研究者のネットワーク形成を支援するための調査研究により、
  主要学会誌における女性執筆者割合、学会の男女共同参画に関する取組を調査（文部科学省　15年度～）

（オ）女性研究者が研究を
継続できる環境づくりを推
進する。例えば、保育サー
ビスの充実、出産・育児休
業中の研究者に対して研究
補助等のための代替要員の
確保等研究補助体制の整
備、研究費やフェローシッ
プの受給者が一時的に研究
を中断した場合の研究活動
再開に対する支援、柔軟な
就労形態の導入、女子学
生、女性研究者増に伴う施
設整備の見直し等を組織的

・科学技術・学術審議会人材委員会第３次提言において、多様な研究者が活躍できる環境整備について
  言及する中で、競争的資金等において、出産・育児に配慮した取組を行うなど、女性研究者が研究を
  継続できる取り組みを推進することの重要性について言及（文部科学省　16年7月）

・総合科学技術会議の「科
学技術関係人材の育成と活
用について」において、
「優れた人材の活用を進め
るための改革の方向と方
策」の一つとして以下を総
理大臣及び関係各大臣に対
し意見具申
多様な人材の優れた能力を
活かすため、女性研究者、
高年齢研究者の能力を高
め、引き出す体制や環境を
整備する
①女子の生徒・学生が自然
科学系の分野に進む意欲を
掻き立てるように、進路指
導の充実を図るとともに、
身近なロールモデルを整備
することが期待される。併
せて、大学等において、進
路選択や修学途中での様々
な悩みに関する相談体制を
整備することを奨励する。

エ　「方針決定過程への女
性研究者の参画として、競
争的資金等の審査や学術論
文の審査において、女性研
究者が審査委員として積極
的に登用されることが期待
される。」
（15年4月）
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

①積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の具体化

　・男女共同参画諸外国制度等調査研究により各国のポジティブ・アクション等を研究

　　　（内閣府　13～14年度）

　・ポジティブ・アクション研究会の実施（内閣府　15年度）（１(3)①に前掲）

　・男女共同参画社会の将来像検討会報告書の取りまとめ（内閣府　16年６月）
　・男女共同参画会議影響調査専門調査会「ライフスタイルの選択と雇用・就業に関する制度・慣行」取りまとめ
　　　（内閣府　平成16年７月）

・男女共同参画会議の「女
性のチャレンジ支援策につ
いて」において、「今後、
女性の参画を拡大していく
ために、雇用以外の分野も
含めたポジティブ・アク
ションの具体的措置の導入
ついて検討するため、平成
１５年度から、内閣府にお
いて、実効性のある措置の
具体化について総合的に調
査・研究を行い、平成１６
年度中に取りまとめを行
う。」ことを意見として決
定（15年4月）

②女性の研究者の活動と出
産・育児等との両立を支援
するための方策（託児施
設、職務を補助する者の配
置など）を、各大学・研究
機関等が積極的に講ずるよ
うに強く奨励する。
  平成１７年４月からは、
次世代育成支援対策推進法
に基づき、国及び地方公共
団体の機関及び事業主は、
職員・従業員の仕事と家庭
の両立等に関して、目標及
びその達成のために講じる
措置等を盛り込んだ行動計
画を策定し、実施すること
とされている。
  この法律に基づく取組は
もとよりとして、各大学・
研究機関等が優れた人材を
確保し、研究開発や教育の
質を高めるための基本的方
策として、研究開発等の活
動と出産・育児等との両立
を支援するための措置を進
んで講じてゆくよう強く期
待する。同時に、大学・公
的研究機関・企業におい
て、性別・年齢・国籍等に
かかわらない公正・透明な
評価を確立することが根本
的に重要であり、そのこと
が、大学や研究機関等に対
して行われる評価において
評価の視点として位置付け
られることを期待する。学
協会としても、他の参考と
なる取組について情報を収
集・提供し、提言を行うな
ど、学界や産業界等におけ
る取組の進展に主体的に関
与 貢献することが望まれ（４）　調査の実

施及び情報・資料
の収集、提供

ア　政策・方針決定参画に関す
る調査・研究の実施

①積極的改善措置（ポジティ
ブ・アクション）の具体化
　我が国における積極的改善措
置（ポジティブ・アクション）
の具体的措置の導入について、
諸外国の実態を参考にしつつ、
実効性を担保する仕組み等につ
き総合的に検討する。
　また、女性の参画が政策・方
針決定へ与える影響や女性が政
策･方針決定に参画しやすい環
境づくり等に関し調査･研究す
る。
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施策の基本的方向 具体的施策 関連提言等 施策の実施状況及び関連統計等

②女性の政策・方針決定過程への参画状況に関する定期的な調査の実施

　

①女性の人材に関するデータベースの充実及びネットワーク化の検討

　・女性人材データベースの充実（内閣府　11年度～）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

登録件数 1,005件 1,886件 1,886件 2,058件 2,058件

　・独立行政法人国立女性教育会館において、昭和62年度以降の会館主催事業の講師等を中心とした人材のデータ

　　（726件）を蓄積

　  同会館で作成・公開している「女性学・ジェンダー論関連科目データベース」「女性関連施設データベース」

　　の講師情報、「新聞記事データベース」の人物情報も、人材のデータベースとして活用されている。（文部科学省）

②女性リーダーの養成

　・ヤングリーダー会議の開催(内閣府　10年度～）

①政策・方針決定過程の透明性の確保

　・「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成11年）の運用

　・「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13年）の運用
　・「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成14年4月施行）の運用

  ・独立行政法人国立女性教育会館において、行政担当者やＮＰＯ等リーダーを対象に、
　「女性のエンパワーメント支援セミナー」を開催（文部科学省　13年度～）

 ・「女性の政策・方針決定参画状況調べ」を毎年取りまとめ公表（内閣府）

イ　女性の人材に関する情報の
収集・整備・提供

①女性の人材に関するデータ
ベースの充実及びネットワーク
化の検討
  女性の人材に関する幅広い情
報の収集・整備・提供を行うた
め、データベース等の一層の充
実を図る。
　また、地方公共団体における
同様の取組を積極的に支援し、
こうした情報が相互に利用でき
るようなネットワーク化につい
ても引き続き検討を行う。

・男女共同参画会議の「実
施状況の監視について」に
おいて、女性人材データ
ベースについては、登録件
数・登録内容を充実させる
こと、分野・分類を細分化
させること、データ更新を
頻繁にすること、個人情報
の保護に十分配慮しつつ、
閲覧を容易にすること等の
方向で改善が必要であるこ
とを意見として決定(14年7
月）②女性リーダーの養成

　地方公共団体やＮＧＯが行う
女性リーダーの養成事業につい
て支援を行う。

ウ　政策・方針決定過程の透明
性の確保

①政策・方針決定過程の透明性
の確保
　高度情報通信社会における行
政情報へのアクセスの拡大を図
るため、情報公開法制及び政策
評価制度等の的確な施行を確保
するとともに、広く国民等に対
を募集するパブリック・コメン
ト手続が一層活用されるよう努
める。

また、国民一人一人が政治や選
挙に関心を持つとともに、投票
への参加が推進されるよう、啓
発に努める。

②女性の政策・方針決定過程へ
の参画状況に関する定期的な調
査の実施
　様々な分野における、女性の
政策・方針決定過程への参画状
況につき定期的に調査を行い、
情報を提供する。
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